
 

 

市町村職員人材育成総合交付金交付要綱新旧対照表  

 

改  正  案 現     行 

市町村職員人材育成総合交付金交付要綱 

 

（趣 旨）第１条  省 略                                               

 

（交付事業者等）                                        

第２条  交付事業者、交付金の限度額、補助率及び交付金の対象とす

る経費については、次のとおりとする。 

（１）交付事業者                                             

市町村 

（２）交付金の限度額                                          

   一市町村あたりの上限額は、次のとおりとする。ただし理事長

が別に指定する研修を受講する場合はその受講に要する経費に

ついて、予算の範囲内において一市町村あたりの限度額に加算

する。 

    職員数１００人未満          ５０万円以内 

職員数１００人以上５００人人未満  １００万円以内 

職員数５００人以上         ２００万円以内 

（３）補助率                                                  

交付対象経費の１０分の１０以内 

交付額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額と
する 

（４） 交付対象経費 

別表１に掲げる研修につき、その内容に応じて次に掲げる経費。 

ア 職員を研修に派遣するために要した経費のうち主催者に支払う

受講経費及び受講旅費 

市町村職員人材育成総合交付金交付要綱 

 

（趣 旨）第１条  省 略                                                   

 

（交付事業者等）                                        

第２条  交付事業者、交付金の限度額、補助率及び交付金の対象とする

経費については、次のとおりとする。 

（１）交付事業者                                             

市町村 

（２）交付金の限度額                                          

   一市町村あたりの上限額は、次のとおりとする。ただし理事長 

が別に指定する研修を受講する場合はその受講に要する経費に 

ついて、予算の範囲内において一市町村あたりの限度額に加算 

する。 

    職員数１００人未満          ５０万円以内 

職員数１００人以上５００人人未満  １００万円以内 

職員数５００人以上         ２００万円以内 

（３）補助率                                                  

交付対象経費の１０分の１０以内 

 

 

（４） 交付対象経費 

別表１に掲げる研修につき、その内容に応じて次に掲げる経費。 

ア 職員を研修に派遣するために要した経費のうち主催者に支払う受

講経費及び受講旅費 



 

 

イ 市町村及び市町村職員が自ら実施するために要する経費のうち

別表２に掲げる経費 

 

（交付金の交付申請）第３条 ～ （帳簿等の整備）第９条                                     

      省 略 

 

                                            

    附 則                                                  

 この要綱は、公布の日から施行し、令和２年度から適用する。           

 

    附 則                                                  

 この要綱は、令和４年９月１日から適用する。        

 

    附 則                                                  

 この要綱は、令和５年４月１日から適用する。        

 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 市町村及び市町村職員が自ら実施するために要する経費のうち別

表２に掲げる経費 

 

（交付金の交付申請）第３条 ～ （帳簿等の整備）第９条                                     

      省 略 

                  

  

    附 則                                                  

 この要綱は、公布の日から施行し、令和２年度から適用する。           

 

    附 則                                                  

 この要綱は、令和４年９月１日から適用する。        

 

    附 則                                                  

 この要綱は、令和５年４月１日から適用する。        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 
 

 



 

 

 
 



 

 

 
 



 

 

 
 



 

 

 
 

 
 

 

 

 



 

 

 
 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 


